
証券コード7183
2025年６月5日

（電子提供措置の開始日 2025年５月29日）
株 主 各 位

東京都品川区東品川四丁目12番４号
あ ん し ん 保 証 株 式 会 社
代表取締役社長 雨 坂 甲

第23回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第23回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第23回 定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しておりますので、
ページ中段の「株主総会関連資料」よりご覧ください。

当社ウェブサイト (https://anshin-gs.co.jp/ir-library/)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。下記ウェブ
サイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情
報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月19日
（木曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

[書面による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年６月19日（木曜日）

午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

[インターネットによる議決権の行使の場合]
後記の「議決権行使についてのご案内」をご確認のうえ、当社の指定する議決権行使ウェブサ

イト（https://www.web54.net）より議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産の配布は取り止めさせていただいております。何卒ご理
解くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１．日 時 2025年６月20日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区八重洲一丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル
ベルサール八重洲３階ＲＯＯＭ３

３．目的事項
報告事項
第23期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及び計算書類の内容報
告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
【書面による議決権行使の場合】
議案に対して賛否の表示をされないときは、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ
ていただきます。
【重複行使の取扱い】
議決権行使書用紙とインターネットの双方で議決権を重複して行使された場合、当社へ後に
到着したものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。なお、双方が同日に到
着した場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただき
ます。
また、インターネットで議決権行使を複数回された場合は、最後の議決権行使を有効なもの
とさせていただきます。

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

〈株主様へのお願い〉
・株主総会当日までの政府等の発表内容等により上記対応を更新する場合がございます。イン
ターネット上の当社ウェブサイトより、発信情報をご確認くださいますよう、併せてお願い
申しあげます（https://anshin-gs.co.jp/）。

・事前に議決権を行使していただくに際しては、できるだけ、インターネットにより議決権行
使をいただきたくお願い申しあげます。

・体調がすぐれない株主様におかれましては、事前の行使を推奨いたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。
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議決権行使についてのご案内
郵送による議決権行使

行使期限 2025年６月19日（木曜日）午後６時到着分まで
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、上記行使期限までに当社株主名
簿管理人に到着するようにご返送ください。
なお、同封の個人情報保護シールをご利用ください。

インターネットによる議決権行使
行使期限 2025年６月19日（木曜日）午後６時まで
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイ
トをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレスhttps://www.web54.net

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

なお、議決権行使書用紙に記載の「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログ
インQRコード」を読み取りいただくことにより、一回に限り、議決権行使コード
及びパスワードの入力を省略いただけます。

■ 株主総会にご出席いただく場合は、同封の議決権行使書用紙を右片と切り離さずに会場受付
へご提出ください。
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パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00〜21:00 ）

その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）
三井住友信託銀行 証券代行部
［電話］ 0120（782）031
（受付時間 9:00〜17:00 土日休日を除く）
注意事項

● 議決権行使のお取り扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2025年６月19日（木曜日）午後６時までとなっておりますので、

お早めの行使をお願いいたします。

（２）複数回議決権を行使された場合、当社に最後に到着した行使を有効な議決権行使として
お取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決権行使書面が同日
に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいた
します。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続
料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）インターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない
場合があります。

● パスワード及び議決権行使コードのお取り扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報

です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取り扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご
希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。
以 上
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事 業 報 告
(20242025

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１．会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、一部に足踏みが残るものの、雇用環境の改善の下で緩
やかに回復を続けています。ただし、物価上昇の継続が個人消費に及ぼす影響や、通商政策
をはじめとするアメリカの政策変動による影響が景気を下押しするリスクとなりました。
賃貸住宅市場におきましては、令和６年度の新設住宅着工戸数が前年度比2.0%の増加と

なり3年ぶりの増加となる中、貸家着工件数は前年度比4.8%の増加となり、前年度の減少か
ら再び増加に転じました。（国土交通省総合政策局建設経済統計調査室発表：建築着工統計
調査報告 令和６年度計）

このような事業環境のもと、当社は、連帯保証人制度に代わる機関保証の普及を実現する
というミッションを推進していくために、新たな企業価値創造に向けてより一層の挑戦を続
け、以下の取り組みを実施してまいりました。
営業活動につきましては、加盟店の新規開拓、未稼働加盟店のメイン利用の促進、当期に

販売開始した東急カード株式会社との提携商品「あんしんQ-Rent」の広告展開、新たに家
賃債務保証と家財保険をセットにしたパッケージプランの提供を行ったことにより、前年に
引き続き加盟店契約数、保証件数及び保証残高は堅調に増加いたしました。一方で加盟店へ
支払う集金代行手数料の増加や貸倒関連費用が増加したため、営業費用が増加しており、初
期未収対応人員の確保によって回収体制の見直しを図ってまいりました。

以上の結果、当事業年度の業績につきましては、営業収益5,376,184千円(前期比11.0％
増）、営業利益58,215千円（前期比86.7％減）、経常利益173,858千円（前期比68.5％減）、
税引前当期純利益135,550千円（前期比75.4％減）、当期純利益89,580千円（前期比76.0％
減）となりました。
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（２）設備投資の状況
当事業年度の設備投資額は97,721千円であり、その主なものは、サーバー更新及びWEB

開発に伴うもの等であります。
・工具、器具及び備品： 9,340千円
・ソフトウェア ： 88,381千円

（３）資金調達の状況
該当事項はありません。
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（４）対処すべき課題
当社は連帯保証人制度に代わる機関保証の普及を実現するというミッションを推進してい

くために、以下の施策を対処すべき課題として取り組んでまいります。
① 営業について

既存のクレジットカード会社提携商品の販売強化に注力するとともに、利益率水準の維
持、加盟店の新規開拓、既存取引先の利用促進を行い、収益拡大を図ってまいります。ま
た、新たなクレジットカード提携商品の販売強化に向けて営業人員を増強し、営業展開を図
ってまいります。

② 債権管理について
求償債権比率の抑制を図るため、現状の回収方法・手法の見直し、弁護士をはじめとする

外部委託業者の活用や回収業務支援システムの有効活用等により、回収体制の強化に努めて
まいります。

③ DX推進について
家賃債務保証サービスの申込・契約の電子化対応機能の拡充、利用促進に努め、不動産管

理業界や社内の業務オペレーション効率化、コスト削減を図ってまいります。

④ 人材の確保と育成について
人材の確保に向けて既存の採用手法の見直しを実施し、従業員の定着率向上を実現するべ

く、中長期の視点で人材育成を図り、就業環境・公正な人事評価の整備、体制強化に努めて
まいります。

⑤ 内部統制について
社会から信用・信頼され持続可能な企業活動を実現するべく、社内規程の再整備、更なる

ガバナンス強化に向けた内部監査手法の再構築やリスクマネジメントの強化を図ってまいり
ます。
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（５）財産及び損益の状況

区 分 第20期
2022年3月期

第21期
2023年3月期

第22期
2024年3月期

第23期
(当事業年度)
2025年3月期

営 業 収 益（千円） 4,130,357 4,497,713 4,842,004 5,376,184
経 常 利 益（千円） 587,704 677,471 551,069 173,858
当 期 純 利 益（千円） 400,809 471,700 373,618 89,580
１株当たり当期純利益（円） 22.30 26.24 21.42 5.16
総 資 産（千円） 8,066,168 9,474,368 11,112,521 12,857,421
純 資 産（千円） 1,749,074 2,165,805 2,324,419 2,361,426
１株当たり純資産額（円） 97.00 120.24 133.57 135.72

（注）記載金額は、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額を除き千円単位を切り捨てて表示しておりま
す。

（６）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

（７）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
家賃債務保証事業
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（８）主要な営業所（2025年３月31日現在）

本 社 東京都品川区
札 幌 支 店 札幌市中央区
仙 台 支 店 仙台市青葉区
さ い た ま 支 店 さいたま市大宮区
新 潟 営 業 所 新潟市中央区
東 京 支 店 東京都品川区
富 山 支 店 富山県富山市
名 古 屋 支 店 名古屋市中区
大 阪 支 店 大阪市北区
岡 山 支 店 岡山市北区
福 岡 支 店 福岡市博多区
沖 縄 支 店 沖縄県那覇市

（９）使用人の状況（2025年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
155名 3名増 34.8歳 6.1年

（注）1. 使用人数には、出向受入者2名、社外への出向者1名、嘱託社員13名、パート社員10名を含んでおり
ます。

2. 平均年齢・平均勤続年数には、嘱託社員、パート社員、出向受入者が含まれておりません。

（10）主要な借入先（2025年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 600,000千円
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２．会社の株式に関する事項
（１）発行可能株式総数 63,288,000株

（２）発行済株式の総数 17,976,600株（自己株式605,212株を含む）

（３）株主数 4,704名

（４）大株主（上位10名）

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持株比率
ア イ フ ル 株 式 会 社 6,408,000株 36.89％
雨 坂 甲 1,923,300株 11.07％
小 川 秀 男 544,400株 3.13％
高 橋 誠 一 463,500株 2.67％
正 岡 重 信 424,200株 2.44％
AG キ ャ ピ タ ル 378,000株 2.18％
政 岡 土 地 株 式 会 社 308,700株 1.78％
MSIP CLIENT SECURITIES 247,100株 1.42％
谷 村 豊 216,600株 1.25％
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 215,000株 1.24％

（注）当社は、自己株式605,212株を保有しておりますが、大株主からは除いております。また、持株比率は、
自己株式を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
（１）当事業年度末日における役員の保有する新株予約権の状況

該当事項はありません。

（２）当事業年度中に使用人又は子会社の役員及び使用人に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（３）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

雨 坂 甲 代 表 取 締 役
社 長

社長執行役員 債権管理部 兼 コンプライアンス
部統括

伊 藤 義 英 専 務 取 締 役 専務執行役員 営業本部統括担当 兼 システム部
統括

関 原 昌 浩 常 務 取 締 役
常務執行役員 経営管理部 兼 総務人事部 兼 カ
スタマーセンター統括担当 兼 コンプライアンス
部担当

佐 藤 正 之 取 締 役 アイフル株式会社 代表取締役専務執行役員
ライフカード株式会社 取締役執行役員

大 川 馨一郎 取 締 役 アイフル株式会社 取締役監査等委員
ライフカード株式会社 監査役

市 川 順 也 取 締 役
（常勤監査等委員）

村 上 寛 取 締 役
（監 査 等 委 員）

弁護士法人大江橋法律事務所
東京事務所パートナー

岩 下 悦 男 取 締 役
（監 査 等 委 員）

（注）１．村上寛氏、岩下悦男氏は、社外取締役であります。
２．過去他社にて監査役としての経験があり、その知見を当社に生かすことが期待されることから、市川

順也氏を常勤監査等委員に選定しております。
３．当社は、社外取締役である村上寛氏、岩下悦男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。
４．取締役（監査等委員）神蔵重明は、2024年6月21日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって取

締役（監査等委員）を辞任により退任いたしました。
５．佐藤正之氏は、事業年度末日後の2025年4月1日付でアイフル株式会社の取締役副会長執行役員に就

任しております。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他

の使用人であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額と
する旨を定款に定めております。
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（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、被保険者の範囲を役員、執行役員及び管理職等の従業員とした役員等賠償責任保

険契約を保険会社と締結しております。当該保険の保険料は、すべて当社で負担しており、
被保険者である役員、執行役員及び管理職等の従業員による負担はありません。補償の内容
は、法律上の損害賠償金、訴訟費用等としております。

（４）取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、2021年２月19日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の決定方針を

定めております。
当社の役員報酬は継続的な企業価値の向上及び企業競争力を強化するため、優秀な人材の

確保を可能とする水準とすることを基本方針としております。
具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、株主総会で決議され

た会社法第361条に定める確定報酬額の範囲内で、取締役会の決議に基づき、会社の業績、
職務執行の成果・実績といった貢献に応じて評価を行い、報酬ランク表に基づき決定してお
ります。
監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で決議された会社法第361条に定める確定報

酬額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議をもって各監査等委員が受ける報酬を決定
しております。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の役員報酬については、株主総会の決議で、取締役（監査等委員である取締役を除

く）の年間報酬総額の上限を２億円、監査等委員である取締役の年間報酬総額の上限を３千
万円としております。（株主総会決議日：2015年６月18日）当該株主総会終結時の取締役
（監査等委員である取締役を除く）の員数は５名、監査等委員である取締役の員数は３名で
あります。
定款では、取締役の員数は10名以内、うち監査等委員である取締役の員数は５名以内と

規定しております。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社の各取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、取締役会の委任決

議に基づき、代表取締役社長である雨坂 甲氏がその具体的内容について委任を受けるもの
とし、その権限の内容は、各取締役の担当部門の成果の評価を踏まえた基本報酬の額として
おります。この権限を委任した理由は、各取締役の担当部門の成果を把握し、その成果を反
映した評価を実施するにあたり適任と判断したことによります。
取締役会は、その権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、二次評価者とし

て人事委員会を設置しております。上記の委任を受けた代表取締役社長は、人事委員会との
協議にて報酬の具体的な内容を決定し、決定された報酬の額は監査等委員会で確認しており
ます。監査等委員である取締役の報酬額については、株主総会決議による監査等委員である
取締役の報酬限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議で決定しております。
なお、当社の役員が当事業年度に受けている報酬は、固定報酬のみであります。

④ 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定

方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、
人事委員会や監査等委員会の答申や意見収集の結果を尊重しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
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（５）取締役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（監査等委員を除く） 74,112 74,112 ― ― 3

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

18,274
(9,027)

18,274
(9,027) ― ― 5

(3)
（注） 期末現在の人員数は、取締役5名、取締役（監査等委員）3名であります。

（６）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
取締役村上寛氏は、弁護士法人大江橋法律事務所東京事務所のパートナーであります。弁

護士法人大江橋法律事務所は、当社と特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

取締役
(監査等委員) 村 上 寛

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回出席
し、また、監査等委員会には13回中13回出席し、主に
弁護士としての専門的見地から、必要に応じ、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。

取締役
(監査等委員) 岩 下 悦 男

社外取締役就任後に開催された取締役会には12回中12
回出席し、また、監査等委員会には10回中10回出席し、
主に警察OBとしての専門的見地から、必要に応じ、議
案審議等に必要な発言を適宜行っております。

（注） 書面決議による取締役会の回数は除いています。

③ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
取締役会に出席して、自らの知見に基づき、経営の方針や改善等の重要な事項について、

意見を述べ、意思決定に参加することで経営の監督を行いました。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の状況

ひびき監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,400千円

（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会
計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、
会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年
度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項に定められている解任事由に該当す

ると認められる場合には、同上の規定に従い、監査等委員全員の同意によって会計監査人を
解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる相当の事由が生じた場

合には、監査等委員会の決定により、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会
に提出いたします。
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６．会社の体制及び方針
（１）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

あんしん保証株式会社は、「人として社会に感謝し、地域社会の発展に挑む」という経営理
念のもと、コンプライアンスを前提とした企業活動を通じて、経済社会の発展に貢献すること
で各ステークホルダーをはじめ、社会から信頼される企業となり、透明性・公正性・効率性を
兼ね備えた企業経営を実現することをコーポレートガバナンスの重要な目的と認識している。
上記の理念・目的の確実な達成を目指し、市場環境・経済動向・関連法令の改正その他の事

業環境等当社を取り巻くあらゆる状況を踏まえて、次のとおり内部統制システムの構築に関す
る基本方針を定める。
なお、取締役会は、本基本方針を事業環境の変化等に応じて適宜見直すこととし、実効性の

維持向上を図るべく不断の努力を行う。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土の醸成を目的として、
経営理念をはじめコンプライアンスに関する行動指針・規程等を定め、当該規程等に則
り各取締役及び各部門のコンプライアンスに関する状況、職務執行の適正性につき適宜
監査・監督を行う体制を整える。

・各部門の業務執行におけるコンプライアンスの実践状況や内部管理態勢等の監査等を行
うため、内部監査部門を設置し、監査等の結果について、取締役会及び監査等委員会に
適宜状況報告を行う体制を整える。

・法令・定款・社内規程への違反その他重要な事実を発見、又はその恐れがある場合は直
ちに監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役会に報告する体制を整える。

・法令・定款・社内規程違反行為等の社内通報制度として社内規程の整備を図り、通報制
度の実効性を確保する。

・社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力による被害を防止するために、断固として、反
社会的勢力との関係を遮断し、不当な要求には一切応じず、毅然とした対応を行うため
の体制を整える。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る文書及びその関連資料（電磁的記録を含む）その他企業機密
及び個人情報を含む各種情報は、セキュリティ及び管理・保存に係る社内規程に基づき
適切に管理・保存を行う体制を整える。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・企業の継続的発展を脅かすあらゆるリスクを把握し、対応するためのトータルリスクマ
ネジメント体制を整備するため、取締役会の直属機関としてリスク管理委員会を設置
し、関連部門と連携して適切な危機管理を行う体制を整える。

・緊急事態発生時の対策は、大規模自然災害・ＩＴ基幹システム障害等リスクの種類に応
じてこれを定め、迅速かつ適切に対応できる体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会を原則毎月開催するほか、必要に応じ適時臨時に開催し、経営上の重要な項目
についての意思決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督する。

・取締役会の効率性及び適正性を確保するため、取締役会の運営に関する規程を定める。
・執行役員制度を導入し、責任範囲と決裁手続きを明確にして、取締役の職務の効率化を
確保する。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項

・監査等委員会は、監査等委員会の職務を補助する使用人を定め、当該使用人に監査業務
に必要な事項を指示することができる。指示を受けた使用人はその指示に関して、取締
役、部門長等の指示を受けないものとする。

・監査等委員会を補助する使用人の異動については監査等委員会の承認を事前に得るもの
とする。
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⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制その他監査等委員会への報告に関する体制

・監査等委員会と取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人の綿密な情報連携
を図るため、取締役会をはじめとする重要会議において監査等委員が意見を述べ、また
必要に応じた説明の要請に対して取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人
が適切に対応できる体制を整える。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が法令・定款・社内規程への違反
その他重要な事実を発見、又はその恐れがある場合、直ちに監査等委員会に報告する体
制を整える。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が財務報告に係る内部統制の状況
や会計基準及び内部監査部門の活動状況等を必要に応じて監査等委員会に報告する体制
を整える。

・各部門が作成し担当部門に提出した稟議書及び報告書等を監査等委員会が必要に応じて
閲覧することができる体制を整える。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告をした場
合、報告者が不利益とならないよう保護する体制を整える。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会が会計監査人から会計監査に関する報告及び説明を受け、必要に応じて監
査実施状況の聴取を行う体制を整える。

・内部監査部門と監査等委員会との連携体制を確保することで、不正・不当行為の牽制・
早期発見を行うための実効的な監査体制の整備に努める。

・監査等委員会が業務に関する説明又は報告を求めた場合、取締役（監査等委員である取
締役を除く）及び使用人は迅速かつ適切に対応する体制を整える。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
「内部統制システム構築に関する基本方針」の運用状況は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・コンプライアンス規程・インサイダー取引防止規程及び細則・特定個人情報等の適切な
取扱いに関する基本方針・個人情報関連規程・回収管理細則等、コンプライアンス諸規
程は、整備運用されており、法令及び社内規程違反が発覚した際、トラブル事案処理規
程・顛末書及びオペレーションミス記録簿記載マニュアルに基づき改善策とともに報告
書を作成、コンプライアンス部が検証しております。
顛末書事案に関しては、取締役会に報告、懲戒処分基準に則し、賞罰会議で処分決定
後、当事者・管理者に伝達しております。

・コンプライアンス部が内部監査を担当し、結果はワークフローにて常勤取締役に報告し
ております。また、監査等委員会に報告する体制は、整備運用されております。

・会社のガバナンスに影響する重要な事実の発見やその恐れがある場合、社内通報制度規
程に則った報告や各取締役の相互牽制による取締役会の運営がされております。また、
監査等委員会の事務局はコンプライアンス部が行い、情報を密にする体制は整備運用さ
れております。

・社内通報制度規程が制定されており、コンプライアンス部が臨店検査の際に改めて説明
しております。

・反社会的勢力に対する基本方針を宣言し、当社ホームページ及び各拠点に掲示しており
ます。警視庁の幹部OBを社外取締役（監査等委員）及び顧問に、警察ＯＢを調査役と
して招いております。また、暴追センターに加入し、反社会的勢力に関するデータを適
切に取得し、審査等の取引に活用する体制が整備運用されております。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・文書管理規程及び取締役会規程に基づき株主総会議事録・取締役会議事録その他規程に
定める文書を管理・保管する体制が整備運用されております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理委員会は、半期に一度のペースで開催するという規程に基づき適正に実施さ
れ、議論や報告がなされております。

・大規模自然災害発生時の訓練、及びIT基幹システム障害時の訓練を毎年計画し、実施し
ております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・定例取締役会は、月１回開催され、必要に応じ臨時取締役会も開催されております。経
営上の重要な項目については、規程に基づき適正に担当役員から上程、議論の結果取締
役会において、意思決定されております。各取締役の職務についても、職務権限に基づ
きワークフローによる承認、重要会議への出席等を通じ、部下に指示や指導がなされ議
事録等が提出されており、また確認されております。

・取締役会規程が整備されており、適正に運用がなされております。
・意思決定と業務執行の迅速化及び監督機能と執行機能の分離強化を目的として執行役員
制度を導入し、業務分掌及び権限を定め業務を委嘱しております。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項

・監査等委員会は、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることができ、指示を
受けた使用人はその指示に関して、取締役、部門長等の指示を受けないことを監査等委
員会規程で定めております。
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⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制その他監査等委員会への報告に関する体制

・取締役会をはじめとする重要な会議に監査等委員が出席し、必要に応じ意見を述べ説明
を求め、使用人が報告する体制は取られており、議事録等に記録されております。

・会社のガバナンスに影響する重要な事実の発見やその恐れがある場合、不祥事件に関す
る規程及び社内通報制度規程に則りコンプライアンス部に報告がなされる体制が整備さ
れており、コンプライアンス部は監査等委員会に報告する体制になっております。

・財務報告に係る内部統制の状況は、コンプライアンス部が整備・運用を評価した結果を
監査等委員会に適宜報告しております。また、内部監査部門の活動は、コンプライアン
ス部が監査等委員会に適宜報告しております。

・稟議書及び報告書等、ワークフローの決裁を監査等委員は閲覧できる体制になっており
ます。

・通報者の保護は社内規程において明文化されており、公正な調査を実施し、通報者の不
利益とならない体制としております。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・四半期毎に三様監査が実施され、また、会計監査人から必要に応じて説明を受ける体制
が整備されております。

・常勤監査等委員を中心に顛末書事案や監査結果報告等を通じ、不正等を未然に防止する
対策を議論する環境が整っており、場合によっては指示がなされております。

・常勤監査等委員を中心に日々の業務について不明な点は、適宜説明を求めることがなさ
れております。また、定期的に取締役から業務執行状況の報告を受けております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
2025年３月31日現在 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 11,436,584 【流 動 負 債】 10,495,995
現 金 及 び 預 金 929,314 短 期 借 入 金 600,000
営 業 未 収 入 金 656,829 営 業 未 払 金 357,753
求 償 債 権 2,347,799 未 払 金 104,473
収 納 代 行 立 替 金 8,356,978 未 払 費 用 31,124
前 払 費 用 36,180 未 払 法 人 税 等 102,207
そ の 他 40,769 収 納 代 行 預 り 金 5,773,903
貸 倒 引 当 金 △931,288 預 り 金 36,790

契 約 負 債 3,334,887
【固 定 資 産】 1,420,837 賞 与 引 当 金 87,374
有 形 固 定 資 産 58,902 保 証 履 行 引 当 金 65,221
建 物 31,089 そ の 他 2,260
工具、器具及び備品 25,186 【固 定 負 債】 ―
土 地 2,627
無 形 固 定 資 産 139,777 負 債 合 計 10,495,995
ソ フ ト ウ ェ ア 138,741 純 資 産 の 部
そ の 他 1,036 【株 主 資 本】 2,357,519
投 資 そ の 他 の 資 産 1,222,157 資 本 金 680,942
投 資 有 価 証 券 572 資 本 剰 余 金 435,942
長 期 前 払 費 用 2,636 資 本 準 備 金 435,942
繰 延 税 金 資 産 1,148,385 利 益 剰 余 金 1,401,624
そ の 他 70,562 その他利益剰余金 1,401,624

繰 越 利 益 剰 余 金 1,401,624
自 己 株 式 △160,990
【評価・換算差額等】 164
その他有価証券評価差額金 164
【新 株 予 約 権】 3,742
純 資 産 合 計 2,361,426

資 産 合 計 12,857,421 負債・純資産合計 12,857,421
〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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損 益 計 算 書
自 2024年４月１日
至 2025年３月31日 （単位：千円）

科 目 金 額
Ⅰ．営 業 収 益 5,376,184
Ⅱ．営 業 費 用 5,317,968

営 業 利 益 58,215
Ⅲ．営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,170
受 取 配 当 金 16
受 取 遅 延 損 害 金 98,958
償 却 債 権 取 立 益 41,237
そ の 他 6,543 147,924

Ⅳ．営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,496
そ の 他 785 32,281

経 常 利 益 173,858
Ⅴ. 特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 38,307 38,307
税 引 前 当 期 純 利 益 135,550
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 221,622
法 人 税 等 調 整 額 △175,652
当 期 純 利 益 89,580

〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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株主資本等変動計算書
自 2024年４月１日
至 2025年３月31日 （単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金

その他利益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 680,942 435,942 1,364,157 △160,990 2,320,052
当期変動額
剰余金の配当 ― ― △52,114 ― △52,114
当期純利益 ― ― 89,580 ― 89,580
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― 37,466 ― 37,466
当期末残高 680,942 435,942 1,401,624 △160,990 2,357,519

（単位：千円）
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 174 174 4,191 2,324,419
当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― △52,114
当期純利益 ― ― ― 89,580
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △10 △10 △449 △459

当期変動額合計 △10 △10 △449 37,006
当期末残高 164 164 3,742 2,361,426

〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない ………
株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 ……… 定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）

については定額法によっております。また、2016年4月1日以後
に取得した建物附属設備については定額法によっております。
主要な耐用年数は、次のとおりです。

建 物 ３年〜47年
工具器具備品 ５年〜20年

なお、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可
能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償却す
る方法によっております。

② 無形固定資産 ……… 定額法によっております。自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、入金状況等を勘案して社内債権格付により分類
し、過去の一定の算定期間における貸倒実績等により算定した損失見込額を計上しており
ます。

② 保証履行引当金
債務保証に係る損失に備えるため、過去の家賃保証の履行損失率を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。
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③ 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

（４）収益の計上基準
当社の家賃保証にかかる保証料収入は、初回保証料、更新保証料及び月額保証料とに区分

されております。
初回保証料及び更新保証料については、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ

り、家賃債務保証サービスを顧客に提供した時の経過に応じて、平均入居期間等に基づいて
収益を認識する方法によっております。月額保証料については、一時点において履行義務を
充足する取引であり、家賃債務保証サービスを顧客に提供した時点で、収益を認識する方法
によっております。

（５）控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。
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２．重要な会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

貸倒引当金 931,288千円

債権の貸倒れによる損失に備えるため、入金状況等を勘案して社内債権格付により分類
し、過去の一定の算定期間における貸倒実績等により算定した損失見込額を計上しており
ます。将来、顧客の財務状況が悪化し支払い能力が低下した場合には、引当金の積み増し
又は貸倒損失が発生する可能性があります。

３．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

４．貸借対照表に関する注記
（１）減価償却累計額の直接控除

有形固定資産の減価償却累計額 55,324千円

（２）保証債務
債務保証額（月額） 20,269,399千円 ※１
再保証額 665,191千円 ※２
保証履行引当金 △65,221千円
差 引 額 20,869,369千円
※１ 賃借人の支払家賃等に対し債務保証を行っております。
※２ ライフカード株式会社による債務保証（賃借人の一定期間の未収家賃等に対するもの）について

再保証を行っております。

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 24,226千円
短 期 金 銭 債 務 3,273千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収入分） 5,128千円
営業取引（支出分） 26,490千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 17,976,600株 ― ― 17,976,600株

（２）自己株式の総数に関する事項
事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 605,212株

（３）当事業年度の末日における新株予約権に関する事項
事業年度の末日において発行している新株予約権の数 75個
当該新株予約権の目的となる普通株式の数 22,500株

（４）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会 普通株式 52,114 3.00 2024年

３月31日
2024年
６月24日

（５）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2025年６月20日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。
① 配当金の総額 52,114千円
② １株当たり配当額 3.00円
③ 基準日 2025年３月31日
④ 効力発生日 2025年６月23日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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７．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産
契約負債否認 1,028,090千円
貸倒引当金繰入超過額 53,316千円
保証履行引当金繰入超過額 19,970千円
賞与引当金繰入超過額 30,608千円
未払事業税 6,564千円
減価償却超過額 3,308千円
その他 9,275千円
小 計 1,151,136千円
評価性引当額 △2,675千円
繰延税金資産合計 1,148,461千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △75千円
繰延税金負債合計 △75千円
繰延税金資産の純額 1,148,385千円

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が令和7年３月31日に国会で

成立し、令和7年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は令和7年４月
１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の30.62％に、令和8年
４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については31.52％に、令和9年４
月１日に開始する事業年度以降に解消する一時差異については、31.52％となります。
その結果、繰延税金資産の金額が7,079千円増加し、当事業年度に計上された法人税等調

整額が同額減少しております。
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８．金融商品に関する注記
（１）金融商品に対する取組方針

当社は、家賃債務保証事業を中心とした信用保証事業を行っております。これらの事業を
行うため、資金運用については、安全性、確実性、流動性の高い運用を原則として、資産の
保全を意識した長期的な視野に立った運用を行っております。また、デリバティブを組み込
んだ複合金融商品など、リスクの高い取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、営業未収入金、収納代行立替
金、営業未払金、短期借入金及び収納代行預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）投資有価証券 572 572 ―
（2）求償債権 2,347,799

貸倒引当金（※） △845,114
1,502,685 1,502,685 ―

資産計 1,503,257 1,503,257 ―
（※）求償債権は貸倒引当金を控除しております。
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（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 572 ― ― 572
国債・地方債等 ― ― ― ―
社債 ― ― ― ―
その他 ― ― ― ―

資産計 572 ― ― 572
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② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
求償債権 ― ― 1,502,685 1,502,685

資産計 ― ― 1,502,685 1,502,685
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

求償債権
求償債権の時価については、入金状況等を勘案して社内債権格付により分類し、過去の一

定の算定期間における貸倒実績等により算定した損失見込額を算定しているため、時価は決
算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから
当該価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記

種類 会社名
議決権等の

所有
（被所有）

割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

そ の 他 の
関 係 会 社

ア イ フ ル
株 式 会 社

（被所有）
直接 36.9％
間接 2.2％

出向者の派遣
及び受入
（注１）

出向料の受取 5,128 ― ―

業務の委託
（注２） 1,107

未払金 149
出向料の支払 25,383

その他の関係
会社の子会社

ラ イ フ
カ ー ド
株 式 会 社

なし

業務提携契約
（注３） 業務の提携 746,901

― ―債務の保証
（注４）

包 括 債 務
保 証 契 約 665,191

代位弁済
（注４）

包 括 債 務
保 証 契 約 441,533

立替家賃の
回収委託

立 替 家 賃
の 回 収 305,226 収納代行

立替金 24,226

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）出向負担金の受取額及び支払額については、職級に応じた人件費を基準として決定しております。
（注２）諸経費の支払額については、アイフル株式会社より提示された金額を基礎として、市場価格を勘案

して価格交渉の上、決定しております。
（注３）ライフカード株式会社との業務提携契約にかかる受取保証料は、市場価格を勘案して価格交渉の

上、決定しております。
（注４）ライフカード株式会社による債務保証（賃借人の一定期間の未収家賃等に対するもの）について再

保証及び代位弁済を行っております。
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１０．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
営業収益

初回保証料 2,217,011
更新保証料 1,452,413
月額保証料 1,668,033
その他 38,726

顧客との契約から生じる収益 5,376,184
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 5,376,184

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
家賃債務保証事業
当社では、家賃債務保証事業において、日本国内の顧客に対して、主として初回保証

料契約、更新保証料契約及び月額保証料契約の締結を行っております。
履行義務の充足時点については、初回保証料及び更新保証料に関しては家賃債務保証

の履行義務を充足するにつれて、平均入居期間等の一定の期間にわたり収益を認識して
おります。これは、当該期間の経過により家賃債務保証契約の履行に伴う重大なリスク
及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判
断できるためであります。また、月額保証料に関しては、家賃債務保証の履行義務を充
足した時に、一時点で収益を認識しております。これは、当該時点において家賃債務保
証契約の履行に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支
払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。
家賃債務保証事業に関する取引の対価は、家賃債務保証契約締結後、概ね２か月以内

に受領（契約に基づき前受金を受領する場合がある。）しており、当該顧客との契約に
基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。
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（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関
係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約負債の残高等
契約負債は、家賃債務保証事業において、支払条件に基づき顧客から受け取った初回保

証料又は更新保証料の履行義務の未充足部分に関するものであります。契約負債は、収益
の認識に伴い取り崩されます。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

2,384,836千円であります。また、当事業年度において、契約負債が381,501千円増加し
た主な理由は、契約締結に伴う未履行義務の増加によるものであります。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当事業年度に認識した収益

（主に、取引価格の変動）の額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のと

おりであります。
(単位：千円)

当事業年度
１年以内 2,562,833
１年超 772,054

合計 3,334,887

１１．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 135円72銭
（２）１株当たり当期純利益 5円16銭

１２．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年5月19日

あんしん保証株式会社
取 締 役 会 御中

ひびき 監 査 法 人
東京事務所

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 田 博 憲

業 務 執 行 社 員 公認会計士 椙 山 嘉 洋
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、あんしん保証株式会社の2024年４月１日か

ら2025年３月31日までの第23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第23期事業年度の取締
役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取
締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム）に
ついて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしま
した。
① 監査等委員会が定めた監査方針、職務の分担等に従い会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。また、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人
ひびき監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年5月20日
あんしん保証株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 市川 順也 ㊞
監査等委員 村上 寛 ㊞
監査等委員 岩下 悦男 ㊞

（注）監査等委員 村上 寛及び岩下 悦男は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。

以 上

― 40 ―

2025年05月21日 10時41分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件
当期の期末配当につきましては、安定した配当を維持する当社の方針及び株主の皆様の日頃

のご支援にお応えする必要があること等を総合的に勘案いたしまして、下記のとおりといたし
たいと存じます。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円00銭 総額52,114,164円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月23日
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第２号議案 定款一部変更の件
定款の一部を次のとおり変更いたしたいと存じます。

１．変更の理由
（１）事業目的の変更

当社の事業活動の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、今後の事業内容の
更なる多様化と新規事業への進出に備えるべく、現行定款第２条（目的）を整理すると
ともに、これに伴う項番等の変更を行うものです。

（２）剰余金の配当等の決定機関に関する変更
機動的な資本政策及び配当政策を図ることを目的として、会社法第459条第１項及び会

社法第460条の規定に基づき、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことができる
よう、定款第32条（剰余金の配当等の決定機関）を新設し、併せて同条の一部と内容が
重複する現行定款第７条（自己株式の取得）の削除及び現行定款第33条（剰余金の配当
の基準日）の一部につき所要の変更を行うとともに、これに伴う項番等の変更を行うも
のです。

２．変更の内容
変更の内容は以下のとおりです。

（下線は変更部分を示します。）
現行定款 変更案

第１条（省略）
（目的）
第２条
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１．保証業務
２．不動産の賃貸借における賃料債務等の立替払い
３．不動産の売買、賃借、管理及びその仲介
４．情報システムの企画、設計並びに管理、運営に関す
る事業
５．経営コンサルタント業務
６．金融業、生命保険の募集に関する業務及び損害保険
代理業

第１条（現行どおり）
（目的）
第２条
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１．保証業務
２．不動産の賃貸借における賃料債務等の立替払い
３．不動産の売買、賃借、管理及びその仲介
４．情報システムの企画、設計並びに提供、管理、運営
に関する事業
５．経営コンサルタント業務
６．金融業、生命保険の募集に関する業務及び損害保険
代理業
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現行定款 変更後
７．マーケッティングリサーチ及び経営情報の調査、収
集及び提供
８．電気通信サービス及び放送サービスの加入手続きに
関する代理店業務
９．電力の小売りに関する業務
10. ガスの小売りに関する業務
（新設）
（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）
（新設）

11．前各号に附帯する一切の業務

７．マーケティングリサーチ及び経営情報の調査、収集
及び提供
８．電気通信サービス及び放送サービスの加入手続きに
関する代理店業務
９．電力の小売りに関する業務
10. ガスの小売りに関する業務
11．集金代行業務
12．ソフトウェアの企画、開発、提供、販売並びにその
仲介、代理
13．介護機器、通信機器、電気機器、美容機器、健康機
器、医療機器その他各種機器類の販売並びにその仲介、
代理
14．生活トラブル解決サポートサービスの販売並びにそ
の仲介、代理
15．コールセンターの運営代行サービスの販売並びにそ
の仲介、代理
16．福利厚生事務に関するサービスの販売並びにその仲
介、代理並びにその仲介、代理
17．カードシステム機器及び情報処理カードシステム機
器の販売並びにその仲介、代理
18．各種契約の取次及び媒介
19．住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進
に関する情報の提供、相談、関係各機関との連携及びそ
の他協力業務
20．前各号に附帯する一切の業務
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現行定款 変更後
第３条〜第６条（省略）
（自己株式の取得）
第７条 当会社は、会社法第165条第２項の規定によ
り、取締役会の決議によって自己の株式を取得すること
ができる
第８条〜第32条（省略）
（新設）

（剰余金の配当の基準日）
第33条
当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。
２ 当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０
日を基準日として中間配当をすることができる。
３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をする
ことができる。
第34条（省略）

第３条〜第６条（現行どおり）
（削除）

第７条〜第31条（現行どおり）
（剰余金の配当等の決定機関）
第32条
当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に
定める事項については、法令に別段の定めのある場合を
除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって
定める。
（剰余金の配当の基準日）
第33条
当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。
２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年９月３０日とす
る。
３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をする
ことができる。
第34条 （現行どおり）
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第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
定款第20条第１項の規定により、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く）５名は、

本総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、これに伴い、現在の取締役（監査等委
員である取締役を除く）３名、また、新任の取締役（監査等委員である取締役を除く）２名の
選任をお願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１
い とう よし ひで

伊 藤 義 英
（1973年２月21日生）

1994年４月 アイフル株式会社入社
2011年７月 同社法人管理部長
2012年８月 ニュー・フロンティア・パートナーズ株

式会社（現 AGキャピタル株式会社）
投資管理部長

2016年１月 上海三秀融資租賃有限公司 総経理
2020年11月 アイフルメディカルファイナンス株式会

社 （現 AGメディカル株式会社）常務
取締役 兼 アイフルビジネスファイナン
ス株式会社 （現 AGビジネスサポート
株式会社）取締役

2023年８月 当社顧問 兼 AGメディカル株式会社 常
務取締役 兼 AGビジネスサポート株式
会社 取締役 兼 AG住まいるリースバッ
ク株式会社 常務取締役

2024年４月 当社顧問 兼 アイフル株式会社執行役員
兼 AGメディカル株式会社取締役 兼
AGビジネスサポート株式会社取締役 兼
AG住まいるリースバック株式会社取締
役

2024年６月 当社専務取締役専務執行役員営業本部 兼
システム部統括担当 兼 総務人事部担当

2024年10月 当社専務取締役専務執行役員営業本部統
括担当 兼 システム部統括（現在に至る）

1,401株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

２
せき はら まさ ひろ

関 原 昌 浩
（1963年 8 月12日生）

1983年10月 アイフル株式会社入社
2009年９月 同社管理本部支配人
2012年７月 同社内部監査部長
2019年４月 当社顧問
2019年６月 当社取締役債権管理部担当
2021年10月 当社取締役執行役員債権管理部担当
2022年６月 当社取締役執行役員債権管理部担当

システム部担当
2023年６月 当社常務取締役常務執行役員債権管理部

担当 兼 営業部担当
2024年６月 当社常務取締役常務執行役員債権管理部

統括担当 兼 カスタマーセンター・コン
プライアンス部担当

2024年10月 当社常務取締役常務執行役員経営管理部 兼
総務人事部 兼 カスタマーセンター統括担
当 兼 コンプライアンス部担当（現在に至
る）

5,069株

3
なか じま あきら

中 嶋 明
（1967年11月９日生）

1990年５月 アイフル株式会社入社
2011年３月 株式会社ビジエンス 部長
2011年７月 同社 取締役部長
2020年４月 アイフル株式会社 西日本営業部 部長
2022年10月 同社 東日本営業部 部長
2024年10月 当社 営業本部 副本部長（現在に至る）

０株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

４
どう もと あき たか

堂 本 顕 孝
（1971年10月29日生）

1994年４月 アイフル株式会社入社
2010年１月 同社 経営企画部長
2015年 4 月 ライフカード株式会社 営業第二部部長
2016年 4 月 同社 執行役員 営業副本部長 兼 営業企

画推進部長
2019年 4 月 アイフル株式会社 執行役員 営業副本部

長 兼 管理推進部長
2020年 4 月 同社 執行役員 営業副本部長 兼 管理推

進部・管理コンプライアンス推進室担当
2023年 4 月 同社 執行役員 法人管理部・海外事業

部・バンコク駐在員事務所・上海駐在員
事務所・ジャカルタ駐在員事務所担当ラ
イフカード株式会社執行役員

2024年 4 月 同社 常務執行役員 海外事業部･バンコ
ク駐在員事務所･ジャカルタ駐在員事務
所統括 経営戦略部・法人管理部担当ラ
イフカード株式会社 執行役員（現在に
至る）

0株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

５
おお かわ けい いち ろう

大 川 馨 一 郎
（1964年10月30日生）

1990年 8 月 アイフル株式会社入社
2006年４月 同社 財務部長
2006年10月 同社 カウンセリングセンター

東日本 センター部長
2008 年４月 同社 保証事業部長
2011年７月 アイフル株式会社 保証事業部長 兼

ライフカード株式会社 保証営業部長
2017年４月 ライフカード株式会社 営業第三部長
2022年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2023年６月 アイフル株式会社 取締役監査等委員

兼 ライフカード株式会社 監査役
2024年10月 アイフル株式会社 取締役監査等委員

兼 ライフカード株式会社 監査役 兼
ビットキャッシュ株式会社 監査役（現
在に至る）

[重要な兼職の状況]
ア イ フ ル 株 式 会 社 取 締 役 監 査 等 委 員
ラ イ フ カ ー ド 株 式 会 社 監 査 役

０株

（注）１．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．候補者中嶋明氏、堂本顕孝氏は新任の取締役候補者であります。
３．各候補者の所有する当社株式の数は、2025年３月31日時点における株式の数を記載しています。
４．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用人

であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする旨を定款に定めて
おります。堂本顕孝氏が監査等委員でない取締役として選任された場合は、同氏との間で新たに当
該責任限定契約を締結する予定であります。大川馨一郎氏が監査等委員でない取締役として再任さ
れた場合は、同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

５．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律
上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。候補者
は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新
を予定しております。
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第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
定款第20条第２項の規定により、現在の監査等委員である取締役１名は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。これに伴い、監査等委員である取締役１名の選任をお願いする
ものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
また、村上寛氏は、会社法第２条第15号に規定する社外取締役候補者であります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

むら かみ ひろし

村 上 寛
（1969年10月11日生）

1992年４月 東レ株式会社入社
1996年10月 阿部・井窪・片山法律事務所入所

第一東京弁護士会所属
(1996年登録 48期）

2002年８月 Pillsbury Winthrop（New York）
(現 Pillsbury Winthrop
Shaw Pittman LLP）
(現 ピルズベリーウィンスロップショウ
ピットマン（総合法律事務所））
ニューヨーク州弁護士（2003年登録）

2003年８月 弁護士法人大江橋法律事務所入所(現在に
至る)

2015年６月 当社取締役（監査等委員）（現在に至る）
［重要な兼職の状況］
弁 護 士 法 人 大 江 橋 法 律 事 務 所
東 京 事 務 所 パ ー ト ナ ー

０株

（注）１．候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．候補者の所有する当社株式の数は、2025年３月31日時点における株式の数を記載しています。
３．村上寛氏を監査等委員である社外取締役として選任した理由は弁護士の資格を有し、法律の見識に

富むことを当社に生かすことが期待されるからであります。
４．村上寛氏が監査等委員である社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって10年で

あります。
５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用人

であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする旨を定款に定めて
おります。村上寛氏が監査等委員である取締役として再任された場合は、同氏との間で当該責任限
定契約を継続する予定であります。
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６．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律
上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。候補者
は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新
を予定しております。

７. 村上寛氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定める独立役員と
して指定し届け出ており、同氏の選任が承認された場合は、引き続き独立役員となる予定でありま
す。
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第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査等委員１名の選

任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠監査等委員である候補者は次のとおりであります。
また、赤羽根茂氏は、会社法第２条第15号に規定する補欠の監査等委員である社外取締役

候補者であります。
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

あか ば ね しげる

赤 羽 根 茂
（1977年９月29日生）

2002年４月 アイフル株式会社入社
2010年11月 同社 内部監査部内部監査課
2015年４月 同社 コンプライアンス部営業コンプラ

イアンス推進室
2017年10月 同社 営業推進部営業推進課 課長補佐
2019年４月 同社 カウンセリングセンター２課 係

長
2020年４月 同社 管理推進部管理推進課 課長補佐
2021年10月 AGミライバライ株式会社（現 AGペイ

メントサービス株式会社）コンプライア
ンス課
課長補佐

2023年10月 アイフル株式会社 監査等委員会室 課
長補佐
(現在に至る)

０株

（注）１．候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．候補者の所有する当社株式の数は、2025年３月31日時点における株式の数を記載しています。
３．赤羽根茂氏は補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
４．赤羽根茂氏を補欠の監査等委員である社外取締役として選任した理由は、他社で監査の業務に精通

していることを当社に生かすことが期待されるからであります。
５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用人

であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする旨を定款に定めて
おります。赤羽根茂氏が監査等委員である取締役として就任した場合は、同氏との間で当該責任限
定契約を締結する予定であります。

６．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律
上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。赤羽根
茂氏が監査等委員である取締役として就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含められること
となります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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【本定時株主総会後の各取締役のスキル・経験】
当社取締役会が果たしていくべき監督機能を継続的に向上させることを目的に、取締役が保有す
る多様なスキルをマトリックス化し、以下のとおり開示します。

氏名
地位、担当等
（予定）

スキル・経験

企 業

経 営
営 業

与 信

マーケティング

財 務

会 計

法 務

リスク管理
IT・DX 人材開発

海外事業

（グローバル）
多様性

伊藤 義英
代表取締役

社長執行役員
● ● ● ● ● ● ● ● ●

関原 昌浩
常務取締役

常務執行役員
● ● ● ●

中嶋 明
取締役

執行役員
● ●

堂本 顕孝 取締役 ● ● ● ●

大川 馨一郎 取締役 ● ●

市川 順也
取締役

監査等委員
●

村上 寛

取締役

監査等委員

（社外）

● ●

岩下 悦男

取締役

監査等委員

（社外）

● ●
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【各スキルの概要（各経験・専門性の選定の理由）】

項目 説明

企業経営
自社（子会社含む）及び他社において、業務執行取締役に就任したことがあり、企業経営
について知見・経験を有すると認められる者。

営業
ターゲティングやセグメンテーション、プレゼンテーションにより営業力を発揮し、顧客
基盤の拡大を図る知見・経験を有すると認められる者。

与信/マーケティ
ング

金融の本質である「与信」の専門的知識・経験を有し、データ分析に基づくマーケティン
グにより、利益の最大化に貢献できる知見・経験を有すると認められる者。

財務会計
財務・会計に関する専門性を有する。又は、公認会計士や税理士資格を有しており、財
務・会計に関して、知見・経験を有する者。

法務/リスク管理
法律・リスクマネジメントに関する専門性を有する。又は、弁護士資格を有しており、法
律・コンプライアンスに関して、知見・経験を有する者。

IT・DX
ITデジタル分野・DX・情報システムに関する専門的知識を有し、新たなサービス提供や
事業構造を改革し、利益の最大化に貢献できる知見・経験を有する者。

人材開発
人事労務に関する専門性を有し、経営資源である社員の適性配置、人材育成、ダイバーシ
ティ、働き方等に関する知見・経験を有すると認められる者。

海外事業
（グローバル）

海外事業展開の経験、海外子会社の役員経験、又は海外赴任の経験があり、グローバル環
境でのマネジメントの知見・経験を有する者。

多様性
学識（弁護士資格・博士号など）、官公庁の重要ポスト、性別、国際性など、多様なバッ
クグラウンド、経験を有すると認められる者。

以上
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1階が信金中央金庫
または信金中央金庫
の看板が目印
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八重洲中央口

八重洲南口

日本橋駅(東西線)

大丸

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第23回定時株主総会会場ご案内図
会場：東京都中央区八重洲１−３−７八重洲ファーストフィナンシャルビル

ベルサール八重洲３階ＲＯＯＭ３

■交通のご案内
「日本橋駅」Ａ７出口 直結（東西線・銀座線・浅草線）
「東京駅」 八重洲北口徒歩５分（ＪＲ線・丸ノ内線）
（お願い）
※会場へは地下１階より、エレベーターで３階へお越しください。
※受付は３階ＲＯＯＭ３でいたしております。
株主総会にご出席の株主様へのお土産の配布は取り止めさせていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

2025年05月21日 10時41分 $FOLDER; 54ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）


